
北海道虻田郡虻田町字洞爺湖温泉町３８番地 
カラカミ観光株式会社 
代表取締役社長 山本 利雄 

貸借対照表 
（平成１４年３月３１日現在）         （単位：千円） 

科   目 金  額 科   目 金  額 
（資 産 の 部）  （負 債 の 部）  
流 動 資 産 5,645,245 流 動 負 債 11,184,633 
現 金 及 び 預 金 4,363,336 買 掛 金 1,028,739 
売 掛 金 677,794 短 期 借 入 金 4,550,000 
商 品 152,426 
原 材 料 39,896 

一 年 以 内 返 済 予 定 
長 期 借 入 金 

2,720,198 

貯 蔵 品 87,914 未 払 金 1,626,775 
前 払 費 用 50,528 未 払 法 人 税 等 705,878 
繰 延 税 金 資 産 76,142 未 払 消 費 税 等 252,266 
短 期 貸 付 金 70,000 未 払 費 用 113,960 
子会社短期貸付金 90,155 前 受 金 124,938 
そ の 他 流 動 資 産 38,739 預 り 金 12,943 
貸 倒 引 当 金 △  1,690 その他流動負債 48,932 

固 定 資 産 41,818,918 固 定 負 債 24,673,461 
有形固定資産 33,311,480 長 期 借 入 金 23,799,326 
建 物 25,255,320 預 り 保 証 金 507,454 
構 築 物 483,151 退職給付引当金 237,280 
機 械 装 置 51,394 債務保証引当金 129,400 
車 両 運 搬 具 23,072   
工 具 器 具 備 品 470,234   
土 地 6,511,928   
建 設 仮 勘 定 516,378   
無形固定資産 69,839   
借 地 権 11,242 負 債 合 計 35,858,094 
商 標 権 4,351 （資本の部）  
温 泉 利 用 権 22,662 資 本 金 2,454,940 
電 話 加 入 権 9,125 法定準備金 2,450,402 
水 道 施 設 利 用 権 1,484 資 本 準 備 金 2,182,984 
ソ フ ト ウ ェ ア 20,973 利 益 準 備 金 267,418 
投 資 等 8,437,598 剰 余 金 6,730,976 
投 資 有 価 証 券 1,727,025 株式消却積立金 618,001 
子 会 社 株 式 1,038,860 別 途 積 立 金 4,170,000 
出 資 金 3,606 当期未処分利益 1,942,975 
子会社長期貸付金 5,075,146 （うち当期利益） 881,914 
差 入 保 証 金 40,172 評価差額金 △  29,707 
破産・更生等債権 192,227 その他有価証券評価差額金 △  29,707 
長 期 前 払 費 用 36,367 自己株式 △  540 
繰 延 税 金 資 産 310,938   
そ の 他 投 資 等 25,854   
貸 倒 引 当 金 △  12,599 資 本 合 計 11,606,070 
資 産 合 計 47,464,164 負債及び資本合計 47,464,164 



 

損益計算書 
 

平成１３年４月 １日から 
平成１４年３月３１日まで 

（単位：千円） 
科     目 金     額 

（経常損益の部）   
営 業 損 益 の 部   
営  業  収  益   

売 上 高  22,586,509 
営  業  費  用   

売 上 原 価 5,294,555  
販売費及び一般管理費 15,154,649 20,449,204 

営  業  利  益  2,137,304 
営 業 外 損 益 の 部   
営  業  外  収  益   

受 取 利 息 及 び 配 当 金 130,371  
そ の 他 の 収 益 237,186 367,558 

営  業  外  費  用   
支 払 利 息 911,070  
そ の 他 の 費 用 235 911,305 

経  常  利  益  1,593,557 
（特別損益の部）   
特  別  利    益   

そ の 他 の 利 益 6,120 
    特    別    損    失  

6,120 
 

投 資 有 価 証 券 評 価 損 17,110  
そ の 他 の 損 失 1,410 18,520 

税 引 前 当 期 利  益  1,581,156 
法人税、住民税及び事業税 733,949  
法 人 税 等 調 整 額 △  34,706 699,242 
当 期 利 益  881,914 
前 期 繰 越 利 益  1,061,060 
当 期 未 処 分 利 益  1,942,975 
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重要な会計方針 
 
１．有価証券の評価基準及び評価方法 
 （１）子会社株式及び関連会社株式 
          移動平均法による原価法 
 （２）その他有価証券 
     時価のあるもの 
        期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定） 
     時価のないもの 
        移動平均法による原価法 
 
２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 
               先入先出法による原価法 
 
３．固定資産の減価償却の方法 
 （１）有形固定資産・・・・・①建物及び構築物 
                定額法を採用しております。 
                なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
                建物及び構築物     １５年～４２年 
               ②その他の有形固定資産 
                定率法を採用しております。 
                なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
                機械装置及び車両運搬具 ４年～１５年 
                工具器具備品      ３年～１５年 
 （２）無形固定資産・・・・・定額法を採用しております。 
               なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用しております。 
 
４．引当金の計上基準 
 （１）貸倒引当金・・・・・・売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上しております。 
 （２）退職給付引当金・・・・従業員の退職給付に備えるため、当営業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき、当営業年度末において発生していると認

められる額を計上しております。数理計算上の差異は、その発生時の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定率法により按分した

額をそれぞれ発生の翌営業年度から費用処理しております。 
 （３）債務保証引当金・・・・債務保証に係る損失に備えるため、被保証先の資産内容等を勘案して計

上しております。これは商法第２８７条ノの２の引当金であります。 
 
５．リース取引の処理方法 
    リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
 
６．その他の財務諸表作成のための重要な事項 
    消費税等の会計処理・・・・税抜方式によっております。 
 
（追加情報） 
   「株式会社の貸借対照表、損益計算書、営業報告書及び附属明細書に関する規則」の改正に伴い、自己
株式は、前営業年度まで流動資産に表示しておりましたが、当営業年度より資本に対する控除項目とし

て資本の部の末尾に表示しております。 
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貸借対照表注記 
 
  １．子会社に対する債権債務（区分掲記した債権債務を除く） 
              短期金銭債務          １８１，５３２千円 
              長期金銭債務          １７８，１５４千円 

 
  ２．有形固定資産の減価償却累計額           ２１，６７７，３８１千円 
 
  ３．担保に供している資産 
              建     物       ２１，６２２，３８８千円 
              土     地        ４，６７０，６４０千円 

 
  ４．税効果会計 
   （１）繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳 
        繰延税金資産（流動） 
               未  払  事  業  税         ５８，１９６千円 
               未 払 事 業 所 税         １７，９８４千円 
               合       計          ７６，１８０千円 
        繰延税金負債（流動）                    ３８千円 
               差       引          ７６，１４２千円 
              繰延税金資産（流動）計上額      ７６，１４２千円 
        繰延税金資産（固定） 
               貸 倒 引 当 金        １３７，６８８千円 
               退 職 給 付 引 当 金        ９４，４３０千円 
               投資有価証券評価損        ３１，００５千円 
               その他有価証券評価差額金                ２６，８５０千円 
               会 員 権 評 価 損        ２４，６１７千円 
               そ   の   他         １，９４８千円 
               合       計        ３１６，５４０千円 
        繰延税金負債（固定） 
               その他有価証券評価差額金          ５，６０２千円 
               合       計          ５，６０２千円 
               差       引       ３１０，９３８千円 
              繰延税金資産（固定）計上額    ３１０，９３８千円 
    （２）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異内訳 
         法定実効税率                    ４１．７％ 
        （調整） 
          留保金課税                     １．９％ 
          住民税均等割等                   ０．８％ 
          受取配当金等永久に益金に算入されない項目    △ ０．３％ 
          その他                       ０．１％ 
         税効果会計適用後の法人税等の負担率         ４４．２％ 
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 ５．退職給付会計 
   採用している退職給付制度の概要 
    当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設け

ております。 
 
    退職給付債務に関する事項（平成 14年 3月 31日現在） 

イ．退職給付債務 △ 302,879千円 
ロ．年金資産 64,205千円 
ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） △ 238,673千円 
ニ．未認識数理計算上の差異 1,392千円 
ホ．未認識過去勤務債務（債務の減額） ― 千円 
ヘ．貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ） △ 237,280千円 
ト．前払年金費用 ― 千円 
チ．退職給付引当金（ヘ－ト） △ 237,280千円 

 
    退職給付費用に関する事項（自平成 13年 4月 1日 至平成 14年 3月 31日） 

イ．勤務費用 30,922千円 
ロ．利息費用 8,093千円 
ハ．期待運用収益 ― 千円 
ニ．数理計算上の差異の費用処理額 △  6,351千円 
ホ．過去勤務債務の費用処理額 ― 千円 
ヘ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ） 32,663千円 

 
    退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

イ．退職給付見込額の 
期間配分方法 

期間定額基準 

ロ．割引率 2.5％ 
ハ．期待運用収益率 0％ 
ニ．数理計算上の差異の

処理年数 
５年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数による定率法により、それぞれ発生の

翌期から費用処理することとしております。） 
 
 ６．保証債務                                 3,629,457千円 
 
 ７．１株当たり当期利益                            102円 
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損益計算書注記 
 
  １．子 会 社 に 対 す る 売 上 高                    44千円 

 
  ２．子 会 社 へ の 業 務 委 託 費                  1,866,452千円 

 
  ３．子 会 社 へ の 賃 借 料                 1,032,000千円 

 
   ４．子会社とのその他の営業取引                11,443千円 

 
  ５．子 会 社 か ら の 受 取 利 息                  105,721千円 

 
  ６．子 会 社 か ら の 受 取 家 賃                  44,440千円 
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